
第1回 宮城県薬剤師確保対策検討会

資料1

１．宮城県の薬剤師確保の現状
２．薬学生修学資金貸付事業の検討
３．本検討会の今後の進め方
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令和６年５月１７日
第１回宮城県薬剤師確保対策検討会



１．宮城県の薬剤師確保の現状

2

• 県内の薬剤師数の状況
• 第８次宮城県地域医療計画（薬剤師確保計画）
• 地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策
• 県内大学薬学部の状況
• 令和５年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査
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県内の薬剤師数の状況

薬剤師統計の推移

▼全国の薬剤師数及び人口10万対薬剤師数の推移

出典：「医師・歯科医師・薬剤師統計（調査）」（厚生労働省）
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宮城県 全国

○「令和４年医師・歯科医師・薬剤師統計」における
宮城県の薬剤師数は、全国と同様に増加傾向である

○業種別の場合では、薬局においては増加傾向にあるが、
医療施設（病院・診療所）においては横ばい傾向にある

▼宮城県の薬剤師数の推移

▼宮城県の薬剤師数の推移（業種別）

（人）

（人） （人）

（人）

宮城県薬局 全国薬局

宮城県医療施設（薬剤部門以外の就業者も含む） 全国医療施設（薬剤部門以外の就業者も含む）
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県内の薬剤師数の状況

薬剤師統計の推移

出典：「医師・歯科医師・薬剤師統計（調査）」（厚生労働省）

H24 H26 H28 H30 R02 R04

全国 219.6 226.7 237.4 246.2 255.2 259.1

宮城県 208.0 216.0 229.8 235.5 239.0 244.3

医
療
圏

仙南 150.3 155.8 161.2 162.9 169.9 183.1

仙台 244.0 250.9 267.3 271.8 272.9 275.5

大崎・栗原 148.3 162.5 164.4 170.6 174.6 180.2

石巻・登米・気仙沼 134.0 138.6 169.1 161.8 167.4 176.9

▼人口10万対薬剤師数の推移

▼二次医療圏別及び従事先別の人口10万対薬剤師数（令和4年）
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5出典：R4年度薬剤確保対策事業実績報告書（県薬剤師会）

県内の薬剤師数の状況

業種別の不足状況

▼病棟業務や各医療チームに薬剤師が十分に関わる場合の
必要病院薬剤師数と現在の薬剤師数（100床あたり）

（令和4年度時点、n=53）
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▼薬局日常業務を実施するにあたっての薬局薬剤師の
不足状況（令和4年１０月時点、n=674）

40.7%

56.5%

2.8%

不足している 不足してない 未回答

▼一元的薬学管理・指導、24時間対応、医療機関との
連携強化等の体制整備を行うことを想定した場合に
おける薬局薬剤師の不足状況

（令和4年１０月時点、n=674）

64.5%

32.2%

3.3%

不足している 不足してない 未回答
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• 県内の薬剤師数の状況
• 第８次宮城県地域医療計画（薬剤師確保計画）
• 地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策
• 県内大学薬学部の状況
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本県の状況と区域設定

薬剤師少数区域

薬剤師少数区域

薬剤師少数区域
（目標偏在指標以下にある地域のうち、
指標の大きさの順位が下位２分の１にあ

る地域）

偏在指標の大きさ

2024年度 2026年度末 2029年度末 2032年度末 2035年度末

薬剤師多数区域 薬剤師多数区域 薬剤師多数区域 薬剤師多数区域

薬剤師少数区域

第8次医療計画（前期）
での偏在の改善

第8次医療計画（後期）
での偏在の改善

第9次医療計画（前期）
での偏在の改善

第9次医療計画（後期）
での偏在の改善

目標偏在指標
（1.0）

薬剤師中間区域

薬剤師中間区域
薬剤師中間区域

薬剤師中間区域

＜病院＞ 薬剤師偏在指標 区域分類 現在薬剤師数 目標薬剤師数 要確保薬剤師数 目標薬剤師数 要確保薬剤師数

宮城県 0.76 薬剤師少数都道府県 947人 1,008人 71人 1,062人 124人

医
療
圏

仙南 0.56 薬剤師少数区域 53人 68人 18人 81人 30人

仙台 0.87 薬剤師中間区域 689人 689人 0人 689人 0人

大崎・栗原 0.51 薬剤師少数区域 87人 119人 35人 139人 56人

石巻・登米・気仙沼 0.62 薬剤師少数区域 118人 132人 18人 153人 38人

＜薬局＞ 薬剤師偏在指標 区域分類 現在薬剤師数 目標薬剤師数 要確保薬剤師数 目標薬剤師数 要確保薬剤師数

宮城県 1.16 薬剤師多数都道府県 3,457人 3,457人 0人 3,457人 0人

医
療
圏

仙南 0.92 薬剤師中間区域 206人 206人 0人 206人 0人

仙台 1.32 薬剤師多数区域 2,532人 2,532人 0人 2,532人 0人

大崎・栗原 0.93 薬剤師中間区域 331人 331人 0人 331人 0人

石巻・登米・気仙沼 0.86 薬剤師中間区域 397人 397人 0人 397人 0人

▼前期（令和8（2026）年度末） ▼後期（令和11（2029）年度末）

＜病院＞

○宮城県及び仙台医療圏以外の全ての医療圏が「薬剤師少数都道府県」及び「薬剤師
少数区域」

・病院薬剤師の確保が喫緊の課題
・病院薬剤師に求められる役割が高度化・増大している状況
→各地域における病院薬剤師の確保、定着及び偏在解消、また薬剤師本人が安心して

勤務できる魅力ある職場への環境整備に向けた取組を重点的に実施する必要がある。

＜薬局＞

○宮城県及び全ての医療圏が薬剤師少数都道府県及び薬剤師少数区域には該当しない
・今般薬局に求められる一元的薬学管理・指導や在宅対応、24時間対応等を実現する

ためには薬剤師が不足していることが示唆される調査結果あり
→引き続き薬局薬剤師の確保のための取組を実施する必要がある。特に、仙台医療圏

以外の医療圏においては、慢性的な薬局薬剤師の不足が見られるため、医療圏間で
の偏在解消に向けた取組を実施する必要がある。

現状と課題
偏在指標 ＝

調整薬剤師労働時間（病院または薬局）

薬剤師（病院または薬局）の推計業務量

二次医療圏

0.74

0.86

0.93

0.965

第8次宮城県地域医療計画（薬剤師確保計画）

薬剤師偏在指標に基づく県内の薬剤師偏在の現状と課題

7
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厚生労働省資料

地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策

地域医療介護総合確保基金とは

9



薬剤師確保対策（委託事業）

目 的

県内及び仙台医療圏以外の医療圏の人口10万人あたりの薬剤師数を全国平均まで引き上げる。数値目標

偏在解消定着確保

＜地域医療介護総合確保基金（医療分）を活用＞ ●宮城県薬剤師会委託事業
○宮城県病院薬剤師会委託事業
◆補助金交付事業

【目的】

地域における病院薬剤師の安

定的な確保及び地域偏在の解消
を目的として、薬剤師が不足し
ている地域の自治体病院に対し、
充足している病院から期間を定
めた薬剤師派遣を実施し、病棟
業務や地域連携等のノウハウを
共有し、地域医療に貢献できる
仕組みを構築する。

【事業】
◆病院薬剤師出向・体制整備

支援事業

病院薬剤師出向・体制整備支援

【目的】
薬学生を対象に、薬剤師過

疎地域における地元薬剤師の
活動紹介や体験実習等を実施
することにより、県内に就業
する薬剤師の確保に資する。

【事業】
●被災地医療修学バスツアー
●多職種連携等薬局実務実習
○病院への就業促進説明会
○病院内業務体験研修

【目的】
県内の小中高生を対象に、

地元薬剤師の活動紹介や体験
実習等を実施することにより、
将来の地方出身薬剤師数の増
加と地方への就業促進に資す
る。

【事業】
●未来の薬剤師セミナー
●薬剤師業務体験実習
●講師派遣（薬剤師PR)

【目的】
県内の未就業者等を対象に、

セミナーや実務研修等を実施し、
就業に対する不安を払拭し、就
業促進に資する。

【事業】
●未就業者復職支援セミナー・

薬局実務研修
○復職者(未就業者等)支援研修

【目的】
特に地方に就業している薬

剤師を対象に、研修を実施し、
資質向上を図りやすい環境を
構築することで、県内に就業
するメリットを実感してもら
い、薬剤師の定着に資する。

【事業】
○高度管理医療等実務研修
○地域連携医療等実務研修

薬学生対策 小中高生対策 未就業者等対策 人材育成研修

地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策

県のこれまでの取組み

10

県内薬剤師の確保、定着及び偏在解消により、地域医療において薬剤師がその専門性を発揮しやすい
環境を整備する。



宮城県保健福祉部薬務課

事業名 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

薬学生対策事業

被災地医療修学バスツアー

多職種連携等薬局実務実習

PRパンフレット

大学内県内就業説明会

病院内業務体験研修

小中高生対策事業

薬剤師セミナー・体験実習

PRパンフレット

講師派遣

未就業者等対策事
業

支援窓口構築・運用

PRパンフレット

支援セミナー・実務実習

復職者支援研修

人材育成研修
高度管理医療等実務実習

地域連携医療等実務実習

その他 実態調査

病院薬剤師数出向・体制整備支援

県薬委託事業 病薬委託事業 11

地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策

県のこれまでの取組み



多職種連携等薬局実務実習

・薬剤師過疎地域の薬局での1泊2日

の実務実習

・在宅医療の体験等を通して、地域

医療を担う薬剤師の必要性や重要

性を認識

〇R5 4地区12名参加

病院への就業促進説明会

・県内外の薬系大学の薬学生が

対象（オンライン開催）

・地域の病院薬剤師から、病院ごと

の特徴と薬剤部門における業務

内容を紹介

〇R5 9名参加

被災地医療修学バスツアー

・震災時の薬剤師活動や被災地の

地域医療を担ってきた薬剤師の

講話、震災伝承施設を見学

・地域で働くことの意義、地域医

療の課題を考える

〇R5 21名参加

病院内業務体験研修

・薬剤師過疎地域の病院での薬剤師

や他の医療従事者の業務を学ぶ

体験型の実地研修

・県内薬剤師過疎地域での就労を

PRする

〇R5 3地区2名参加

薬学生対策事業

宮城県保健福祉部薬務課
令和5年9月15日

PRパンフレット

・Ｉターン、Ｕターン就業者を掘り

起こし、宮城県への就業を図ること

を目的として県内外の薬学生に配布

・R3は薬局薬剤師、R4は病院薬剤師

を取材。QRコードで映像を視聴可

〇R5 全国79大学等に配布

県薬委託事業 病薬委託事業

※イメージ

薬剤師確保対策事業地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策

県のこれまでの取組み＜委託事業＞

◆薬学生対策事業

12



未来の薬剤師セミナー

・地域の小中高校生対象

・薬局薬剤師、病院薬剤師、大学教員

による講演、モバイルファーマシー

展示による災害医療時の活動紹介

・薬学部への進路選択の動機付けを

図り、地元への就業を促進

〇R5

学内：1地域3回 38名参加

学外：2地域2回 14名参加

PRパンフレット

・中高生向けに薬系大学への

進学をPR

・平成30年度作成

〇R5 事業参加者に配布

薬剤師業務体験実習

・地域の小中高生対象

・薬剤師過疎地域で、調剤及び

服薬指導の実務体験を行う

・薬剤師の仕事内容やその魅力への

理解を深める体験の提供により

進路選択の動機付けを行う

〇R5

学内：1地域3回 38名参加

学外：2地域2回 14名参加

講師派遣(薬剤師ＰＲ）

・小中高校に薬剤師を派遣し，

薬剤師の職能をPR（薬物乱用

防止教室時に併せて実施）

〇R5 44校で実施

薬学生対策事業

宮城県保健福祉部薬務課
令和5年9月15日薬剤師確保対策事業地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策

県のこれまでの取組み＜委託事業＞

◆小中高生対策事業

13



支援窓口構築・運用、支援セミナー・薬局実務研修

・宮城県薬剤師会のHPにおいて

専用ページを設け、セミナーや

就職先の案内を実施

・薬局や病院の現状について現役

薬剤師がセミナーを実施

・調剤や服薬指導を実践する

薬局実習を実施

〇R5 実習1名参加

復職者（未就業者）支援研修

・病院就業を希望する復職者

（未就業者）対象

・未就業者のニーズを確認し、

対応するプログラムでの病院

実習を実施

〇R5 4回25名参加

未就業者等対策事業

※イメージ

宮城県保健福祉部薬務課
令和5年9月15日薬剤師確保対策事業

薬学生対策事業

宮城県保健福祉部薬務課
令和5年9月15日薬剤師確保対策事業地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策

県のこれまでの取組み＜委託事業＞

高度管理医療等実務研修

・主に地域の薬局薬剤師を対象

・病院でのがん患者の服薬指導や薬局

連携、輸液管理やTPNの実践、AST，

ICT活動のミーティングなどに参加

・在宅患者のフォローアップや地域の

医療機関等との連携などの推進に

つなげる

〇R5 2回2名参加

地域連携医療等実務研修

・主に地域の病院薬剤師を対象

・病院薬剤師が臨床現場で求められ

るテーマ（褥瘡管理及び外用薬剤

の基剤特性、簡易懸濁法など）に

ついての実践的な研修

・地域医療における病院薬剤師の

役割や多様性を伝える

〇R5 6回189名参加

◆人材育成研修事業

◆未就業者等対策事業

14



薬剤師派遣のイメージ

概

要

○地域における病院薬剤師の安定的な確保を目的として、都道府県が指定する病院へ期間を定めた薬剤師派遣を実施
○地域偏在を解消するため、薬剤師が不足している地域の自治体病院に対し、充足している病院から薬剤師を派遣
○病棟業務や地域連携等の経験のある薬剤師が、派遣先の医療機関でノウハウを共有し、地域医療に貢献できる
仕組みを構築

・出向元医療機関で雇用されている出向中堅薬剤師Aを薬剤師が不足する出向先医療
機関へ派遣する。

・出向元医療機関では、出向中堅薬剤師Aの代替要員として若手薬剤師Bを雇用する。
・出向中堅薬剤師Aは調剤業務等に加え、出向元医療機関の指導薬剤師Cからの助言

を受け、出向先医療機関に対する業務支援を実施する。

在籍型出向

地域医療介護総合確保基金

令和３年９月に薬剤師派遣に対する経費支援がメニューとして追加！

目

標

補助対象者：出向元医療機関

補助対象経費：①、②に係る人件費、旅費等
補 助 率：2/3

○人員を確保し、病棟業務や地域連携などにも対応できる
環境作り

○薬剤師として様々な経験が積める、魅力ある職場作り

継続的で安定した雇用に繋げる！ ※ 出向先医療機関は、出向中堅薬剤師Aの人件費、
旅費、住居費を支弁

出向元医療機関

出向先医療機関

②：出向中堅薬剤師A
の代替要員の人件費

出向
調剤等＋業務支援

Ａ

①：出向中堅薬剤師A
への助言に係る
人件費、旅費

助言

Ｂ

C

出向中堅薬剤師Aの
人件費、旅費、住居費 ※

薬剤師不足

未就業者等対策事業

宮城県保健福祉部薬務課
令和5年9月15日薬剤師確保対策事業

薬学生対策事業

宮城県保健福祉部薬務課
令和5年9月15日薬剤師確保対策事業地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策

R5年度からの新たな取組み＜病院薬剤師出向・体制整備支援事業＞
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○調剤機器や質の高い医療に向けた改善の検討と提案
○非薬剤師へのタスク・シフトの可能性の検討と提案

調剤業務支援

○病床機能と算定可能な業務の評価
○業務内容の検討と提案
○システムや運用フローの検討と実施

病棟業務支援

○算定可能な業務の評価
○業務内容の検討と提案
○システムや運用フローの検討と実施

チーム医療支援

○算定可能な業務の評価
○質の高い医療に向けた保険薬局との連携に関する検討と提案
○業務内容の検討と提案
○システムや運用フローの検討と実施

地域連携支援

概

要

○出向中堅薬剤師A（薬剤師歴10年程度）とその助言役である指導薬剤師C（薬剤師歴25年程度）により
出向先医療機関のニーズを確認し、必要とされる業務支援を行う。

目

標

出向中堅薬剤師Aは出向先医療機関で勤務し、ニーズを指導薬剤師Cと情報共有
指導薬剤師Cは必要に応じて出向先医療機関に出向き、出向中堅薬剤師Aに助言することにより業務支援を提案

業務支援メニュー参考例

Ａ C
情報共有

助言

職場としての魅力向上
「この病院で働きたい」という
薬剤師の思いを醸成

【 出発点 】

病棟業務や地域連携などの

薬剤師業務の拡充

継続的で安定した雇用の実現

未就業者等対策事業

宮城県保健福祉部薬務課
令和5年9月15日薬剤師確保対策事業

薬学生対策事業

宮城県保健福祉部薬務課
令和5年9月15日薬剤師確保対策事業地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策

R5年度からの新たな取組み＜病院薬剤師出向・体制整備支援事業＞
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17

令和5年6月 出向開始
調剤業務支援実施

8月 薬剤師採用支援開始
9月 化学療法支援実施

10月 病棟業務支援実施
指導記録のテンプレート化について提案・検討

11月 地域連携支援（研修会開催）
1月 指導記録のテンプレート運用開始
3月 出向終了

令和5年度事業の実施状況について

＜実績＞

◆ 月1回、指導薬剤師を交えてWebミーティングを実施し、課題や進捗状況等を共有。

◆ 病棟業務の指導記録のテンプレート化により、記載方法が統一され、指導記録の作成時間の短縮及び質の向上。

◆ 調剤業務支援により、病棟業務へのマンパワー増加。

→ 病棟業務における指導件数が1.5～２倍の増加。

薬剤管理指導算定件数の増加。 ５月：191件/月 → 6月～１月平均：336.9件/月

◆ 病院薬局間の連携体制の強化

→ 11月にがん化学療法連携研修会を開催し、病院薬局間の情報交換体制の構築。

◆ 採用支援として、8月からFacebookを立ち上げ、採用試験情報や薬剤師の働き方の紹介、当該事業に関する発信を実施。

→ R5年度に学生からの問い合わせ３件、うち２人は見学会を実施。

石巻・登米・気仙沼医療圏内病院に出向元医療機関の薬剤師1名が出向

病院薬剤師出向・体制整備支援事業の実施



１．宮城県の薬剤師確保の現状

18

• 県内の薬剤師数の状況
• 第８次宮城県地域医療計画（薬剤師確保計画）
• 地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策
• 県内大学薬学部の状況
• 令和５年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査



東北大学薬学部薬学科
の現状等について

東北大学大学院薬学研究科・薬学部

宮城県薬剤師確保対策検討会 令和６年５月１７日（金）

19



薬学部では、種々の病気に対する有効かつ安全な医薬品の創製とその
薬物療法への応用に関する基礎教育を推進することにより、創薬科学の
発展に寄与し得る人と、薬の専門家として医療の一翼を担い得る人を養
成することを目的とします。

・創薬科学科

創薬科学科では、種々の病気に対する有効かつ安全な医薬品の創製と
その薬物療法への応用に関する基礎知識・技術を学び、大学院でさらに学
んで創薬科学の研究者・技術者になるための基盤を築くこと目的とします。

・薬学科

薬学科では、種々の病気に対する有効かつ安全な医薬品の創製とその
薬物療法への応用に関する基礎知識・技術、ならびに薬剤師としての実践
的な知識・技術を学び、研究心溢れる高度薬剤師としての基盤を築くこと
目的とします。

東北大学薬学部 教育の目的

20



東北大学薬学部入学状況（令和６年度入学者）

宮城県高校出身 県外高校出身 合計

計 男 女 計 男 女 計 男 女

13 4 9 75 52 23 88 56 32 人

7.1 28.1 92.9 71.9 100 100 男女％

14.8 4.5 10.2 85.2 59.1 26.1 100 全体%

・令和６年度入学者（８８人）のうち宮城県高校出身者は１３人（男４、女９）
であった。

21



学部：創薬科学科（４年間）

東北大学薬学部

前期課程２年間 後期課程３年間

薬学履修課程４年間

学科決定
（入学時には学科の区別無し）

学部卒業

学部卒業
薬剤師国家試験

大学院（５年間）

大学院（４年間）

1年次 2年次 3年次 4年次

C
B
T

O
S
C
E

課題
研究

課題
研究

実務教育科目

◆共用試験
CBT (Computer Based Test, 基礎知識の試験）

OSCE (Objective Structured Clinical Examination, 技能態度の評価）

展開
教育
科目

発展教育
科目

学部：薬学科（６年間）

創薬科学科（４年制） ６０名
薬学科（６年制） ２０名

22



卒業年度 薬局 病院 官公庁 企業 進学 その他 計

令和元年度 4 2 5 9 1 0 21

令和２年度 5 5 2 7 1 0 20

令和３年度 7 3 4 4 2 1 21

令和４年度 5 0 4 8 2 1 20

令和５年度 7 1 2 10 0 0 20

計 28 11 17 38 6 2 102

% 27.5 10.8 16.7 37.3 5.9 2.0 100

東北大学薬学部薬学科就職等状況（令和元年度～令和５年度）

※官公庁にはPMDAを含む。

・令和元年度～令和５年度（当時）に薬学科
を卒業した学生の就職等状況。
・５年間（102人卒業者）で、薬局（28%）、
病院（11%）、官公庁（17％)、企業
（37%）、進学（6%）、その他（2%）であっ
た。
※薬局は全国展開するところが多い。

23
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東北医科薬科大学薬学部薬学科の
現状等について

令和６年５月１７日（金）

東北医科薬科大学
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・卒業生の就職先については、年度によってその傾向が変わる。

①病院については、令和５年度25.6％、令和４年度15.7％、令和３年度～平成30年度は平均して23.4％、平成29年度～平成23年度は

平均して33％の状況。

②薬局については、全年度平均して50％以上。

③ドラッグストアについては、令和元年度以前は10％未満に対し、令和２年度以降は平均して17.8％と高い傾向。

東北医科薬科大学薬学部薬学科卒業生の就職状況

【薬学科卒業生の進路推移 平成23年度～令和５年度 】

薬 局

薬 局

薬 局

薬 局

薬 局

薬 局

薬 局

薬 局

薬 局

薬 局

薬 局

薬 局

薬 局

ドラッグ

ドラッグストア

ドラッグ

ドラッグストア

ドラッグ

ドラッグストア

ドラッグストア

ドラッグストア

ドラッグストア

ドラッグストア

ドラッグストア

ドラッグストア

ドラッグストア

病 院

病 院

病 院

病 院

病 院

病 院

病 院

病 院

病 院

病 院

病 院

病 院

病 院

製薬

製薬

製薬

製薬

製薬

製薬

製薬

製薬会社

製薬会社

公務員

公務員

公務員

公務員

公務員

公務員

公務員

公務員

公務員

公務員

その他

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｈ２３年度

Ｈ２４年度

Ｈ２５年度

Ｈ２６年度

Ｈ２７年度

Ｈ２８年度

Ｈ２９年度

Ｈ３０年度

Ｒ元年度

Ｒ２年度

Ｒ３年度

Ｒ４年度

Ｒ５年度

薬 局

ドラッグストア

漢方相談薬局

病 院

製薬会社

公務員

その他

大学院等
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・卒業生の宮城県出身者における県内への就職率は47.7％（令和元年度～令和3年度平均）と高く、

卒業後、県内に残り就職する者が、ある一定以上いることがわかる。

東北医科薬科大学薬学部薬学科卒業生の就職状況

【出身県への就職率（県別） 令和元年度～令和３年度 】

(出身県) 北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 静岡県

出身県への就職率（%） 33.3% 39.3% 39.2% 47.7% 65.3% 50.7% 39.8% 37.5% 75.0% 0.0% 66.7%
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東北医科薬科大学薬学部薬学科卒業生の就職状況

青森県

2名

青森県

6名

青森県

5名

青森県

3名

青森県

2名

岩手県

2名

岩手県

4名

岩手県

3名

岩手県

5名

岩手県

3名

宮城県

27名

宮城県

18名

宮城県

19名

宮城県

16名

宮城県

22名

秋田県

6名

秋田県

5名

秋田県

7名

秋田県

6名

秋田県

2名

山形県

8名

山形県

4名

山形県

7名

山形県

13名

山形県

1名

福島県

14名

福島県

6名

福島県

5名

福島県

3名

福島県

3名

東北以外

11名

東北以外

7名

東北以外

10名

東北以外

9名

東北以外

5名

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｈ３０年度

Ｒ元年度

Ｒ２年度

Ｒ３年度

Ｒ４年度

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

東北以外

卒業生数

266名
（70名）

268名
（50名）

244名
（56名）

254名
（55名）

252名
（38名）

・卒業生の病院就職者で県内での勤務者（配属）は37.9％（平成30年度～令和4年度平均）の
状況で、県内での勤務者がある一定以上いることがわかる。

【病院就職者の配属先 平成３０年度～令和４年度卒業生 】
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・在学者1,778名中822名（46％）が

受給・貸与中。

約半数が経済的支援を受けてい
る。

東北医科薬科大学薬学部薬学科に対する経済的支援

薬学部薬学科在学者の奨学金
（日本学生支援機構等）受給・
貸与状況（令和６年2月末）

奨学金名 種類 利子 併 用 月 額 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計

1東北医科薬科大学特別奨学金 給付 － 可
［1年生］薬:年400,000円
[2年生以上]月20,000円 18 18 18 18 18 18 108

2
東北医科薬科大学創設者高柳義一奨学
金

貸与 無利子 可（機構第一種以外） ［学部］64,000円
6 7 10 5 9 9 46

3日本学生支援機構 第一種 貸与 無利子 可 ［学部］20,000円～64,000円 55 65 50 45 52 58 325

4日本学生支援機構 第二種 貸与 有利子 可 ［学部］20,000円～160,000円 73 108 103 95 79 57 515

5日本学生支援機構 給付奨学金 給付 － 可 12,800円～75,800円 22 24 23 23 21 20 133

6青森県教育厚生会奨学金 貸与 無利子 可 1,000,000円（1回のみ貸与） 1 0 0 0 0 0 1

7あしなが育英会奨学金 貸与 無利子 可
R4年度まで：70,000～80,000円
R5年度以降：40,000～50,000円 0 2 0 0 0 0 2

8茨城県奨学金 貸与 無利子 可（機構貸与型以外）
［自宅］36,000円
［自宅外］40,000円 1 0 0 0 0 0 1

9いわての学び希望基金奨学金 給付 － 可（他の都道府県給

付以外）

［自宅］60,000円
［自宅外］100,000円 1 0 0 1 0 0 2

10沖縄県国際交流・人材育成財団 貸与 無利子 可（給付型のみ） ［学部］50,000円～60,000円
0 0 0 0 0 0 0

11亀井記念財団奨学金 貸与 無利子 可 40,000円 0 0 2 0 3 3 8

12河内奨学金 給付 － 可（大学独自奨学金・

機構のみ）
40,000円

1 0 1 2 1 1 6

13きらやか銀行教育福祉振興基金 貸与 － － 30,000円 0 1 0 0 0 0 1

14八戸市奨学金 貸与 無利子 可 40,000円 0 1 0 0 1 0 2

15
東日本大震災みやぎこども育英基金奨
学金

給付 - 可（震災遺児孤児奨

学金以外）

［自宅］60,000円
［自宅外］100,000円 0 0 0 0 1 3 4

16ひかり薬局奨学金 給付 － 可（貸与型・特別奨学

金のみ）
50,000円

0 0 0 0 0 2 2

17毎日希望奨学金 給付 － 可 20,000円 0 0 0 1 1 1 3

18杜の邦育英会 給付 － 可 100,000円 0 0 0 0 0 1 1

19涌谷町奨学資金 貸与 無利子 可
［自宅］32,000円
［自宅外］38,000円 0 0 0 0 0 1 1

20交通遺児育英会奨学金 貸与 無利子 可 ［学部］40,000～60,000円 0 0 0 0 0 0 0

21鈴木万平記念薬学奨学基金 給付 － 可 50,000円 0 0 0 0 0 0 0

22朝鮮奨学会奨学金 給付 － 可（貸与型のみ） 25,000円 0 0 0 0 0 0 0

23つくし奨学・研究基金 給付 － 可 100,000円 0 0 0 0 0 0 0

合計 178 226 207 190 186 174 1,161

併用者 34 54 45 51 46 42 272

実質奨学生数 130 161 150 128 128 125 822

在籍学生数 317 332 306 255 268 300 1,778

奨学生の割合 41% 48% 49% 50% 48% 42% 46%
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令和７年度東北医科薬科大学薬学部薬学科

の地域支援制度(仮称)実施について

東北医科薬科大学薬学部薬学科では、宮城
県内における薬剤師不足解消に貢献するた
め、令和７年度から、薬学科において新た
に地域支援制度(仮称)を設けます。

■地域支援制度(仮称)の背景と目的

■募集人数：4 名（予定）

■出願資格

■地域支援制度の選考について

地域支援制度実施について

【令和６年３月２５日 大学ホームページ公表】

（大学ホームページ掲載文書）



１．宮城県の薬剤師確保の現状

30

• 県内の薬剤師数の状況
• 第８次宮城県地域医療計画（薬剤師確保計画）
• 地域医療介護総合確保基金を活用した薬剤師確保対策
• 県内大学薬学部の状況
• 令和５年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査



令和5年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査

目

的

今般、厚生労働省より「薬剤師確保計画ガイドライン」（令和5年6月9日付け薬生総発0609第2号通知）が発出
され、薬剤師確保の具体的な施策が例示されたことから、本県の薬剤師確保に係る施策について検討することを目
的に、県内医療機関（病院）における薬剤師募集・採用状況や施策に対する意向等を調査したもの。

■調査期間
令和5年12月20日～令和6年1月26日

■調査対象者
県内医療機関（病院）の薬剤部門の代表者

■回答方法
みやぎ電子申請サービス

■回答状況

概

要

※以下の者が開設している施設を公的医療機関として分類
国、市町村、地方公共団体の組合、日本赤十字社、国立大学法人
独立行政法人、国民健康保険団体連合会及び国民健康保険組合

全体 公的医療機関

調査対象 135施設 38施設

回答数 57施設 23施設

回答率 42.2％ 60.5％

5

34

10

8

医療圏別回答施設数（n=57）

仙南 仙台 大崎・栗原 石巻・登米・気仙沼
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100床未満

100床以下200床未満

200床以下300床未満

300床以下400床未満

400床以下500床未満

500床以下600床未満

600床以上

医療圏別・病床規模別の回答施設数（n=57）

仙南 仙台 大崎・栗原 石巻・登米・気仙沼



令和5年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査

薬剤部門の現状

Q．令和5年10月末時点の薬剤師の定員数を教えてください。
Q．令和5年10月末時点で薬剤部門で必要と考える薬剤師数を教えてください。 （1/2）
Q．令和5年10月末時点で在籍していた薬剤師数を教えてください。

※ 非常勤薬剤師は、以下の方法で常勤換算を実施
職員の１週間の契約上の労働時間÷病院の１週間の所定労働時間
（小数点以下第２位を四捨五入）

32

二次医療圏
全体 うち公的医療機関

施設数 不足人数 施設数 不足人数

仙台 ６ １１ ３ ４

仙南 ０ ０ ０ ０

大崎・栗原 ４ １８ ３ １６

石巻・登米・気仙沼 １ ３ １ ３

合計 １１ ３２ ７ ２３

▼定員数に満たない病院の内訳

0%

19%

76%

3%

2%

定員数に対する充足率（n=57）

0.5倍未満 0.5倍以上1.0倍未満 1.0倍以上1.5倍未満

1.5倍以上2.0倍未満 2.0倍以上



令和5年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査

薬剤部門の現状

Q．令和5年10月末時点の薬剤師の定員数を教えてください。
Q．令和5年10月末時点で薬剤部門で必要と考える薬剤師数を教えてください。 （2/2）
Q．令和5年10月末時点で在籍していた薬剤師数を教えてください。

0%

18%

76%

3%
3%

仙台医療圏（n=34）

0%

20%

76%

4% 0%

仙台医療圏以外（n=23）

0%

71%

26%

0% 3%

仙台医療圏（n=34）

9%

44%
43%

4% 0%

仙台医療圏以外（n=23）

定員数に対する充足率 薬剤部門で必要と考える薬剤師数に対する充足率
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薬剤部門の現状

Q．令和5年10月末時点で貴院が届け出ている又は令和5年10月の1ヶ月間に算定している診療報酬項目として該当する
ものを教えてください。

令和5年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査
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無回答

上記のうち該当するものはない

外来腫瘍化学療法診療料・連携充実加算

外来腫瘍化学療法診療料2

外来腫瘍化学療法診療料1

外来化学療法加算2

外来化学療法加算1

小児入院医療管理料・退院時薬剤情報管理指導連携加算

退院時薬剤情報管理指導料・退院時薬剤情報管理指導連携加算

退院時薬剤情報管理指導料

薬剤管理指導料2

薬剤管理指導料1

病棟薬剤業務実施加算2

病棟薬剤業務実施加算1

診療報酬項目（令和5年10月末時点）

全体 仙台医療圏 仙台医療圏以外

（％）

（n=57） （n=23）（n=34） 34



薬剤師の募集・採用状況

Q．過去3年間（令和2年度～令和4年度）の薬剤師募集・採用人数の実績を教えてください。

令和5年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査
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採用人数/募集人数 令和２年度 令和３年度 令和４年度

全体（n=57） 61/74（82%） 47/74（64%） 46/82（56%）

仙台医療圏（n=32） 50/45（111%） 42/45（93%） 30/50（60%）

仙台医療圏以外（n=23） 11/29（38%） 5/29（17%） 16/32（50%）
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全体 仙台医療圏 仙台医療圏以外 全体 仙台医療圏 仙台医療圏以外 全体 仙台医療圏 仙台医療圏以外

令和2年度 令和3年度 令和4年度

県内の募集人数・採用人数の推移（n=57）

募集人数

採用人数

採用達成率は年々低下傾向を示している。特に仙台医療圏以外の地域における採用達成率の低さが顕著に現れている。



薬剤師の募集・採用状況

Q．薬剤師を募集・採用するにあたり、障害となっていることがあれば教えてください。（1/2）

＜給与に関すること＞

◆ ドラックストア、調剤薬局との給与格差

◆ ドラッグストア、調剤薬局は初任給や奨学金返還支援制度等が充実しており、病院が不利となること

＜勤務地に関すること＞

◆ 地域に薬剤師が少ない。

◆ 郊外に所在しているため、車を所有していないと通勤が困難

◆ ブロック採用、広域異動

＜事務部門との採用に対する認識の違い＞

◆ 算定・加算による収益と薬剤師1人を増員するための人件費との釣り合いが取れていないため、業務の負担軽減を
目的とした増員を希望しても、採算が合わず、認められない。

◆ 医療法における薬剤師人員算定方式（薬剤師数の根拠となる）

＜病院機能に関すること＞

◆ 精神科を標榜しているため、学生にはマイナス・ネガティブなイメージを持たれて、実習や見学への促しが難しい。

◆ 精神科病院薬剤師に関する診療報酬上の評価が皆無であること（療養病床、地域包括病床を有する病院も同様）

◆ 薬剤師が少ないことにより、精神科病院の業務の大半が調剤業務で占められることから、新人薬剤師にとって魅力ある
施設となることが困難である。

◆ 一般病院と比較し、精神科病院の多くは電子化が遅れていることから、薬剤師に敬遠される。

令和5年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査
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薬剤師の募集・採用状況

Q．薬剤師を募集・採用するにあたり、障害となっていることがあれば教えてください。（2/2）

＜薬学生の進路希望に関すること＞

◆ 病院勤務を希望している学生数が少ない。

◆ 人材の多様性を確保するため、関東圏など他地域の大学からの採用も進めたいと考えているが、東北地方以外の大学
からの応募が少ない。

◆ 優秀な学生ほど、企業や官公庁を目指している傾向が散見され、病院や調剤薬局でも高度な人材が必要であることを
周知できていない可能性がある。

＜採用活動に関すること＞

◆ 病院の採用募集開始時期がドラッグストアや調剤薬局と比べて遅いため、病院を希望していた学生も、先に内定が
出た他業種に流れてしまう。

◆ 採用活動の財政的支援が乏しく、求職中の学生との接点が企業よりも少ない。

＜その他＞

◆ 正規職員は夜勤が必須となるため、何らかの理由により夜勤ができない場合にはパートへの移行が必要となること

◆ 院内調剤数が多く、病棟業務が実施できていないこと

令和5年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査
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県の薬剤師確保に対する意見

Q．宮城県の薬剤師確保に関するご意見等があれば教えてください。

◆ 奨学金制度を取り入れて、将来の担い手の育成推進を図ってほしい。学生の実習に関する費用の支援を行ってほしい。

◆ 当院にも、奨学金を借りている薬剤師が多数在籍している。病院を志す者は、医療に対するモチベーションは高いと
感じるが、モチベーションだけで病院勤務を選択することは難しく、給与面の支援は必須と考える。

◆ 給与格差の是正のための補助金制度を創設してほしい。

◆ 卒後研修制度として、1年程度の病院勤務を制度化してほしい。

◆ 公的医療機関に県内派遣枠で薬剤師の配置を検討してほしい。

◆ 地方病院の薬剤師充足率が低いことは問題ではあるが、仙台医療圏以外の基幹病院の薬剤師が不足していることを解消
するべきではないか。医師の診療体制と同様に、基幹病院の薬剤師を過充足させた上で、２次医療圏内の業務支援を
行う仕組みを構築することが、今後の持続可能な医療提供体制を構築する現実的な方策であると考える。

◆ 公的医療機関の中には、求人方法（応募期間、掲示方法など）が特殊で、求職活動中の学生や転職希望の既卒者に
とって求人情報がわかりにくい施設や、webページの運用が厳格で情報の更新が追いつかず、魅力的な職場であるにも
関わらず、うまく発信できていない施設があるため、求人情報の周知に関する支援があると良い。

◆ 仙台医療圏以外の地域の薬剤師を確保するため、比較的充足している仙台医療圏で勤務していた退職直後の病院薬剤師
の活用を検討してはどうか。

◆ 薬剤師報酬のベースアップが必要

◆ 薬剤師の確保について、行政や他施設と情報共有したい。（リクルート活動や離職防止に関する成功事例又は失敗事例
など）

令和5年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査
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修学資金貸付事業や奨学金返済支援事業の検討

Q．貴院（開設者）が実施する薬学生に対する修学資金貸与制度や薬剤師に対する奨学金返済支援制度はありますか？

→ 回答のあった57施設中 7施設（うち公的医療機関は4施設）が「ある」と回答

Q．宮城県において、薬学生に対する修学資金貸付事業や薬剤師に対する奨学金返済支援事業を実施する必要があると
思いますか？

83%

10%

5%
2%

全体（n=57）

＜その他＞

◆ わからない

◆ 薬剤師確保が難しい地方では必要
都心部では必要ない

78%

18%

4% 0%

公的医療機関（n=23）

思う

思わない

その他

無回答

令和5年度宮城県薬剤師確保対策事業の検討のためのアンケート調査

約8割の回答者が奨学金に関する
対策が必要と回答！
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２．薬学生修学資金貸付事業の検討
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厚生労働省資料

地域医療介護総合確保基金を活用して
薬剤師修学資金貸付事業を行う場合の、
具体的な要件の考え方を示したもの。
（詳細な運用は各都道府県に委ねられる）

ポイントは以下のとおり。

＜返済免除の要件＞
◆県が選定した医療機関で、貸付期間の

1.5倍以上の期間勤務すること
◆県が策定する「プログラム」を満了

すること

＜就業先医療機関＞
◆薬剤師の偏在・充足状況を踏まえて、

県が必要な調整を行った上で選定する。
◆異なる機能を有する医療機関を複数

経験することが望ましい。

＜プログラムの内容＞
◆薬剤師の確保と、対象薬剤師の能力の

開発・向上の両立が図れるプログラム
を県が策定

◆プログラムは、対象となる薬剤師の
希望に対応したものとなるよう努める。

◆義務年限の半分以上の期間は、薬剤師
が不足する地域・医療機関として県が
特に指定する医療機関で就業

病院薬剤師出向・体制整備支援事業
（令和5年度より事業開始）

薬学生修学資金貸付事業案

地域医療介護総合確保基金の活用
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薬学生修学資金貸付事業案

【参考】他都道府県の事例（地域医療介護総合確保基金活用）

42

都道府県名 制度の方式 概要 募集人数 開始年度

富山県 修学資金貸与 富山大学地域枠生への貸与
月額50,000円、6年間
＋入学金・授業料相当額
（総額709.8万円）

10人
(地域医療コース、
製薬企業コース、
行政コース合計)

令和6年度

茨城県 修学資金貸与 順天堂大学地域枠生への貸与
月額100,000円、6年間

2人 令和7年度

山形県 奨学金返済支援 月額5万円、最大6年間 30人 令和6年度

石川県 奨学金返済支援 最大240万円
(研修プログラム終了後一括支払い)

定めなし
(5年間で20
人程度)

令和5年度

山口県 奨学金返済支援 薬学部5、6学年に受けた奨学金相
当額
月額2.4万円、5年間

病院5人
薬局2人

令和6年度



地
域
枠
生

東
北
大
学
薬
学
部

薬
剤
師
国
家
試
験
合
格

全
額
返
済
免
除

6年間 9年間

修学資金貸付 県内で薬剤師として勤務

＜返済免除条件＞

①修学資金貸付期間の1.5倍の期間を、県が指定する医療機関で
薬剤師の業務に従事すること

②県が策定したキャリア形成プログラム研修を受講すること

※薬剤師が不足する地域・医療機関として県が特に指定する医療機関
に、義務年限の半分以上の期間勤務する等の条件を設定

地
域
枠
入
学
生

東
北
医
科
薬
科
大
学
薬
学
部

3年間 4.5年間

全
額
返
済
免
除

概

要

県内の持続的な医療基盤の充実を支える薬剤師の輩出・地域定着を目的として、県内の薬学部設置大学において
地域枠として選抜し、修学資金を貸付する事業とする。

○修学資金貸付による経済的インセンティブを付与することで、薬剤師確保の必要性が高い病院に確実に薬剤師が
定着する仕組みを構築する。
○キャリア形成プログラム研修の受講により、現在薬剤師に求められている多様な業務に対応できる人材を育成
する。

薬学生修学資金貸付事業案

事業骨子案
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＜貸付金額＞

＜貸付対象人数＞

検討事項１

検討事項２

検討事項３

検討事項４



薬学生修学資金貸付事業案

検討事項１ 貸付金額について
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病院薬剤師の初任給は、薬局薬剤師に比べて全体平均で42.6万円低い。
また、薬局薬剤師は人口の少ない地域ほど初任給が高くなる傾向があるが、病院薬剤師は地域によっての差が見
られない。

病院薬剤師の初任給 厚生労働省資料
（R3年度薬剤師確保のための調査・

検討事業報告書）

○奨学金を受けている薬学生は多く、経済的な不安を抱えており、就職先を決めるにあたり、給与面や奨学金返済支援制
度の有無が重視される傾向がある。
○病院薬剤師を志していたものの、給与待遇の良い薬局・ドラックストアへ就職する薬学生が一定数存在すると思われ
る。

→病院薬剤師を志す薬学生の経済的不安を払拭できる制度設計が必要。
進路に迷っている薬学生に対して魅力的であり、病院薬剤師を志す動機となる制度設計が望ましい。

検討の方向性



薬学生修学資金貸付事業案

検討事項１ 貸付金額について
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国立大学及び私立大学の必要経費を考慮した貸付金額とすることが望ましい。

大 学 の 必 要 経 費

＜東北大学（国立大学）＞
○入学金 282,000円
○学費 535,800円／年
○6年間総額 3,496,800円（約49,000円／月）

＜東北医科薬科大学（私立大学）＞
○入学金 400,000円
○授業料等 1,825,000円／年
○6年間総額 11,350,000円（約158,000円／月）

他の奨学金と同等又はそれ以上の金額の貸付を行うことが望ましい。

奨学金の利用状況

＜東北大学（国立大学）＞
○奨学金制度利用率（R4卒業生）40％
○奨学金額 最高120,000円／月

最低 28,000円／月
平均 50,000円／月

＜東北医科薬科大学（私立大学）＞
○奨学金制度利用率（R4卒業生）41.5%
○奨学金額 最高140,000円／月

最低 30,000円／月
平均 77,800円／月

※日本学生支援機構
第1種、第2種奨学金
の利用状況

それぞれの奨学金額の平均月額を考慮し、県の貸付金額案は下記のとおりとする。
なお、国立大学と私立大学では必要経費に大きな差があることから、大学の奨学金制度との併用を検討する。

月額 50,000円

貸付金額案

※すべて奨学金の
利用状況



薬学生修学資金貸付事業案

【参考】東北医科薬科大学「地域支援制度（仮称）」案
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令和７年度「地域支援制度（仮称）」創設
（宮城県「薬学生修学資金貸付事業」、本学「薬学部修学資金制度（仮称）」）

【宮城県事業概要】
「薬学生修学資金貸付事業（宮城県地域枠）」３６０万円

１．募集人数：年間5名程度（本学４名、東北大学1名）
２．貸付額：5万円/月×12カ月×6年＝360万円
３．返済免除条件
（１）卒業後、県が指定する医療機関に

修学資金貸与期間の1.5倍（9年間）の期間
を薬剤師として業務に従事する。

（２）県が策定したキャリア形成プログラム研修の受講。

【本学薬学部修学資金制度（仮称）概要案）】
３６０万円

１．貸与額：宮城県の修学資金貸与額と同額貸与
5万円/月×12カ月×6年＝360万円

2．返済免除条件：宮城県の修学資金貸与事業に準ずる。

【地域支援制度（仮称）】

合計７２０万円貸与
＜本学授業料の約２／３＞

●募集人数：４名（宮城県：年間５名程度）

●貸与額：合計７２０万円
・宮城県薬学生修学資金（貸与型）
月5万円×12カ月×6年間＝360万円

・東北医科薬科大学薬学部修学資金（仮称）
（貸与型）

月5万円×12カ月×6年間＝360万円

●返還免除条件：宮城県の修学資金貸付事業に準
ずる。

●契約：採用者は、宮城県、大学それぞれと契約
を締結する。

●広報：「国公立大学同程度の学費で薬学教育が
学べます」

目的：「持続的な医療基盤の充実を支える薬剤師の輩出・地域定着」



大 学 の 状 況

＜東北大学（国立大学）＞
○薬学科定員 20名
○病院就職者数（R1～R5平均）２名（11％）

薬学生修学資金貸付事業案

検討事項２ 貸付人数について

＜東北医科薬科大学（私立大学）＞
○薬学科定員 300名
○病院就職者（R1～R4平均）50名（20%）

学生数及び病院就職者数共に、東北医科薬科大学の方が大幅に多い。

○今後の薬剤師の需給状況を踏まえつつ、現状で不足している病院薬剤師の体制確保の考慮が必要。
○キャリア形成プログラム研修の実施体制に関する考慮が必要。

検討の方向性

県内医療圏の状況

○医療圏数 4医療圏（仙南、仙台、大崎・栗原、石巻・登米・気仙沼）
○薬剤師偏在指標 仙南医療圏 0.56（薬剤師少数区域）

仙台医療圏 0.87（薬剤師中間区域）
大崎・栗原医療圏 0.51（薬剤師少数区域）
石巻・登米・気仙沼医療圏 0.62（薬剤師少数区域）
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薬剤師少数区域に、毎年度確実に薬剤師を輩出できる体制が望ましい。



薬剤師の需給推計

薬学生修学資金貸付事業案

検討事項２ 貸付人数について
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国が示した将来の薬剤師の需給推計では、供給が需要を上回ると推計されている。ただし、需要は人口減少や高齢
化等により地域間で大きく異なることが予想され、供給推計は今後の薬剤師の就業動向により変化するものであるこ
とに注意。

薬剤師少数区域である3医療圏（仙南、大崎・栗原、石巻・登米・気仙沼）の病院に毎年確実に１名以上輩出することが
できるよう、各大学の人数等を勘案して下記の通りの設定とする。

○東北大学：１名 東北医科薬科大学：４名 計５名
→ただし、人口10万人対薬剤師数、薬剤師偏在指標、アンケート調査結果等の動向を注視し、状況に応じて見直し
していくこととする。

貸付人数案

供給総数
●：機械的な推計（国家試験合格者数が

今後も近年と同程度数に維持されると
仮定）

〇：人口減少を加味した推計

需要総数
▲：業務の変動要因を加味した推計
△：機械的な推計（薬剤師業務が現在と

同様と仮定）

厚生労働省資料
令和2年度「薬剤師の需給
動向把握事業」報告書



薬学生修学資金貸付事業案

検討事項３ 県が指定する医療機関 検討事項４ キャリア形成プログラム
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○本事業の制度設計上重要な事項であり、関連する事項であるため、第２回検討会において検討することとする。

県が指定する医療機関・キャリア形成プログラム

厚生労働省資料
◆キャリア形成プログラム研修について
は、地域医療介護総合確保基金を活用する
場合の要件とされており、国からキャリア
形成プログラムの例が示されている。

◆薬学生に対して魅力的な事業とするため
には、このプログラムの内容が重要。

◆受入病院（県が指定する医療機関）をど
のように指定していくか、考え方の整理が
必要。

・薬剤師の確保と、対象薬剤師の能力の開発・向上の両
立が図れるプログラムを県が策定
・プログラムは、対象となる薬剤師の希望に対応したも
のとなるよう努める。
・義務年限の半分以上の期間は、薬剤師が不足するとし
て県が特に指定する地域・医療機関で就業



３．本検討会の今後の進め方
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本検討会の今後の進め方

薬学生修学資金貸付事業に関する検討

令和6年 ５月１７日 第１回検討会

６月１３日 第２回検討会
＜キャリア形成プログラム案提示・協議、意見交換＞

７月下旬 第３回検討会
＜事業内容とりまとめ、意見交換＞

９月 薬学生修学資金貸付条例案上程

10月～ 修学資金貸付対象者選定

令和７年４月 事業開始

設置の目的

県内の薬剤師の育成、確保及び定着の推進に関する事項の検討

当面の目標

スケジュール

８月以降は、県内の薬剤師の育成、
確保及び定着に向けて、適宜開催


